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序 論

低開発国で発展のために必要とされる資本財の相当

部分が先進国からの輸入によってまかなわれているこ

とは周知のとおりである。低開発国の総輸入に占める

機械，化学品，その他の工業製品の比率は一般にきわ

めて高ぐ近年は上昇の傾向さえみせているといわれ

る。 リンダー（1 9 6 6 )も指摘するように， 現在の技術

的, 資源的条件の下では，発展過程で入用となる耐久

資本財や工業原材料などが国内で生産できないか，生

産できても非常に高いものにつくためにほかならなt 、。

種々の生産活動において外国製の資本財が不可欠の要'

素である以上，その調達が思うようにいかなければ国

内貯蓄余力の活用に故障が生じるであろう。 しかし，

発展© ある局面でこの種の「投 資輸入 J  (investment

im porta)が急増ずれば国際収支の危機を招き，発展計

画に一頓挫を来すおそれがある。 多くめ低開発国が

「投資輸入J の必要性と国際収支の制約との調整にく

るしんでいることはこの間の事情をよくものがたるも 
( 1)

のとV、えよう。

本稿の目的は，国際質易を通じて外国資本財を溥入 

し-蓄積していく低開発国のモデルを設定し，その発展 

計画に内在する問題点を理論的に考察することである。 

そのため，ある低開発国と外国（爾余の世界)がそれぞ 

れ消费にも投資にも使える独自の複合財を坐産し，相 

互に贸易しているものとしよう。低開発国はいわゆる 

r小国j であって，国際市場において決まる交易条件， 

觅には輸出成長率を外坐的与件として行動する。すな 

わち，突際にどうなるかは別として，低0H姹国はこれ 

ら 2 つのパラメタ一が許画期間を通じて一定不変め値

をとるものと考えて発展計画と策定するものとする。 

その意味でこの「小国」の仮定は事実に関するものと 

いうより，むしろ計画当局の行動理念に関するものと 

いうべきである。生產過程では労働， 自国資本，およ 

び外国資本が生産要素として協働するが，労働と自国 

資本はいつも一定の割合で組み合わされるものとする。 

これは外国資本と労働および自国資本からなる国内生 

産資源との対匱を明確にするためである。最後に> 労 

働供給の増加率は十分に高く，発展計画の策走に対し 

てまったく制約要因にならないものとする。これはー 

種 の 「無制限的勞働供給」 （unlimited supply of labor) 

の仮定だが，人口爆発型の低開発国の場合，一応現実 

的なものと考えてよいであろう。

こうした基本的設定の下で, 輸入の一部を投資し，外 

国資本のストックを一定の率で拡大する発展計画を考 

える。次節では，実行对能なブラニングの一例として， 

外国資本の蓄積率を外生的な輸出成長率に等置する計 

画をとりあげ，斉合性のための条件を検討する。とくに， 

低開発国経済のすべての構成部分が等率で成長する 

「均衡成長経路」の存在と安矩を問題にする。第 3 節で 

は, 均衡成長経路における雇用労働1単位あたりの消費 

水準を最大化するためにどのような貯盩政策が必要か 

を究明する。これはむろん新古典派成長理論で「黄金 

率j として知られる問題にほかならない。いまの場合， 

均衡成長率と資本利潤率が等しくなるように貯蓄率を 

定めるという「黄金排」の処方箋は必ずしも適当でない。 

後にみるように，国際収支の均衡を維持するためには， 

突は外囯資本0 利胸率と自国資本の利潤率を均等化す 

るような貯菩政策が塑ましいと考えられる。第 4 節で 

は，外围資本ストックでなく自国资本ストックを一定 

率で増大していく発展計画についてのベ結論にかえる。

注⑴リンダー（196?)第 2 窜参照，

⑵この但矩はルウィス(1954)によって詳しく検时されている。
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2 発展計画と国際収支

筒舉のため，外生的に所与の輸出成長率に等しい率 

で外国資本ストックを増大させていく場合に考察を限 

定しよう。低開発国の輸出が毎期g の率で指数的に成 

.長するものとし，1 期の輸出量をZ ⑴，外国資本スト 

ックを瓦 / ⑴で表わせば，

( 1 ) Z ( O = X ( 0 ) ^ ,  g > 0
(2) K  f (ty^K(ff)egl

である。ここでX (0), K (0 )はそれぞれ計画初期の輸 

•出量，外国資本ストックを表わす。「小国」の仮定によ 

り計画期間を通じて国際交易条件は一定である。一般 

-性をうしなうことなくそれが1 に等しいものとしよう。 

へ i 期の輸入暈をM⑴とすれば，質易差額B ( t )は

■によって定義される。低開発国と外国の間に一方的な 

資金移転（いわゆるトランスファー支払）や資本取引は行 

:なわれないものと十れば，国際収支の均衡条件はいう 

.までもなく 5 ( 0 = 0 ，すなわち 

⑶ X ⑴ = M ( i)

で示される。外国資本ストツクの損耗率を8 とすれば， 

f 期の外国資本財の粗投資//(<)は 

⑷ IA t)= K f(t)+dK f (t)
のように書ける。ただし，. ドット（•）は時間に関する 

微分を表わす。国際収支の均衡を前提とするとき，⑴ 

'〜⑷式から

/ / ( 0 /M (0 = (g +  8)Kf (0)lX(0)
'という関係が得られる。毎期の輸入のうち，外国資本 

.財の投資にふりむけられる割合は一定でなければなら 

なV、。外国資本財の粗投資が輸入を超えることはあり 

得ないから

(5) (flr +  ̂ if/C O ^Z C O )

でなければならない。初期の輸出量，外国資本ストッ 

クを所与とするとき，⑶式は実現可能な計画成長率o 
に上限があることを示している。

低開発国の t 期の生産量 r o ) は, t 期の厲用労働量 ’ 

乙⑴, 外国資本ストックK fit ) ,自国資本ストック K d(t)
の関i t として表わされる。ただし，自国資本ストツクと 

屈用労働量の間に代替可能性がなく，両者がV、つも一

定のi t 率で投入されるものと仮定しよう。さらに労働 

の単位を調整して.この投入比率がちょうど1 に等しぐ

(6) L (t)= K d(t)
と書けるように約束しておこう。この場合，'両者か一 

括して一種の複合生産要素（L(0 ,

とみなレ，自国の資；$：ストジクでそれを代表させるこ 

とが可能である。 このことを念頭において，低開発国 

の生産関数を

⑵ Y (t)= F (K d( a  KAO)
と書くことにしよう。この生産関数は1 次同次の性質， 

つまり各生産要素の投人量を同時に比例的に増大させ 

れば，生産量も同時に比例的に増大する性質をもって 

いるものとする。また2 回微分可能で，各生産要素に 

関する偏微分として表わされる限界生産力は正で，通 . 
減的であるものとしよう。いま外国資本1 単位あたり 

の変量を小文字で，

K (t)=lQ (t)/K A 0  
のように表わすことにすれば，⑵式は 

⑶ vit)^  f(k(t))
と書きあらためることができる。ただし，

卿 ))= F m \  1)
である。限界生産力に関する仮定から 

0) / ，(ん⑴)> o , / " a ⑴)<0 

という性質が要求されるが,さらに 

(10) l i m / ’(A⑴ )= c o，l im / ’(A:)=0 

と仮定しよう。条件(丨0)は，自国資本ストックだけ，ま 

たは外S 資本ストジタだけでは生産の増大に限界があ 

ることを意味している。また，自国資本と労働が投入 

されない場合，生産はまったく不可能になると考えら 

れるから / ( 0 ) = 0 でなければならない。

開放経済の® 本的関係として，質易差額げつねに総 

貯蓄と総投資の差額に等しくなるこどが知られている。 

総貯蓄を s u 、で総投資をm で表わせば， この恒 

等的関係を 

. (ID

と書くことカレ0 きるi ここで国際収支の均衡条件万(0  

= 0 は，外国資本財の粗投資が国内の総貯蓄の限界内 

でまかなわれるかぎりみたされるものと仮萣しよう。 

このことの意味はつぎのと扣りである。総〗け-蓄が外国

注⑶外国資本ストックの矩4城丧をはかる場合，冬れが輪出成畏率よりも捣ければ，外国資本財の輪入は時ならず輪出を上 

まわるであろう。これは闺際収交の均衡と矛盾する. また資本ストックの成長率が輸出成長:率よりも低ければ輪出はやが 

て生産を上’まわるであろう，これもまたあり得ないことである。本稿では資本ストツク©地加率を時ととも’に趣更してい 

、くような発展IH画はとり上げない。
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資本財め粗投資を上まわれば，のこりの貯蓄余力はす 

ベて自国資本財の投資にふりあてられる。逆に外国資 

本財の粗投資が総貯蓄を上まわれば，自国資本ストッ 

クの食V、づぶしが不可能な場合'国際収支に赤字が生じ， 

B { i ) < 0 という結果に^ :らざるを得ない。この点につ 

いてはのちにまたのべる機会があるであろう。

毎期，生産国民所得の一定割合が貯蓄にまわされる 

ものとしよう。貯蓄率を s とすれば，この関係は

(12) S(t)=sY (t), 0 < s < l
. で示される。. 他方，総投資は^、うまでもなく外国資本 

財の粗投資と自国資本財の粗投資の和に等しい。 t 期 

の自国資本財の粗投資をム( 0 で表わせば,

(13) I(t) =  U t ) + I f(t)
，である。自国資本ストックの損耗率が外国資本ストッ 

クのそれに等しく 5 であるとすれば，自国資本財の粗 

投資は .

(14) U t)= iU t )+ d K dU)
によって定義される。ここで，（丨丨)式に⑷式および(丨2)— 

(14)式を代入し，整理すると，

(15) B(t) — sY{t)~(.g +  5)K/(t)—Kd{t) — 8Kd{t)
を得る。この両边をK A t)で除し,

Kd(.t)lK/(t)=k(t)+k(t)g 
という等式を考慮すれば, 外国資本1 単位あたりの変 

量の関係

(!6) b(t) =  s f(K t ) ) — (1  + & ( 0 ) ( 0  +  ^ ) — ^ ( 0  

を導くことができる。ただし，

であるe ㈣ 式は時間とともに自国資本/外国資本比率 

がどう動くかを示す微分方程式にほかならず，以下の 

分析において基本的な役割を果す。

と,ころで,仮定によって外国資本ストックは一定率 

びで成長していくので，每期の外国資本財の粗投資は 

明らかに正の値をとる。これに対して自国資本財の粗 

投資は，総貯蓄と外国資本財の粗投資の差額に等しく 

なるように行なわれるため，その値がゼロとなり自国 

資本ストタクが5 の率で縮小することは十分あり得る。 

しかし，すでに投資され資本ストックに組み入れられ 

ている財を消费目的につかうことができると考えるの 

は現実的でない。この意味で資本ストックの食いつぶ 

しがないものとすれば， 自国資本財の粗投資が負の値 

をとることはあり得ない。 したがって，

(17) ki^+kiOig+Sy^O
ひ .でなければならない。(16) , (⑴式から

(18) b ( t ) ^ 8 fm ) )~ ( 0  +  8)

という制約条件が導かれる。この右辺が非負である限 

り，国際収支の均衡条件ゐ( 0 = 0 は矛盾なくみたされ 

るが，右辺が負の値をとるような場合，6 0 X 0 とた 

らざるを得ない。すでに指摘したように，外国資本財 

の粗投資が貯蓄でまかないきれなし、場合国際収支の赤 

字は避けがたい勢いである。 .

それでは，国際収支が均衡し，経済のすべての構成 

部分が同一率で成長する r均衡成長経路』は存在する. 

であろうか。ここで(丨6)式にたちもどってこの問題を考- 

えてみよう。 均衡成長経路では&(«)の値は時間に関係 

なく一定セある。そこで時間を示す記号G  ) を省略し， 

i c = 0 とおき，国際収支の均衡条件6 = 0 を考慮すれば 

(19) sfQ c)=(l+k)(g +  d)
が均衡成長経路上の自国資本/外国資本比率をあたえ 

ることがわかる。この関係をグラフに表わすと諂1 図 

のようになる。 曲 線 s f m と直線（1+A；)(flr+ めの交 

1点の横座標がk の均衡値を示すことはいうまでもない 

が，いまの場合それがユニークでなく，大小 2 つの値 , 

U, k があること注意しよう。このうち，大きい方の均 

衡値k は安定的であるが，もうひとつの均衡値k は不 

第 1 留1

安矩である。6(0 =  0 として. k (t)が U の右方に■あれ'  
ば， (丨6)式からk ( t ) < 0 であってk ( t )は時間とともに.

■減少する。またん( 0 が全と左の間にれば， k t)> (y  
であってた( 0 は時間とともに増大する。 そしてM0 
が k のfe方にあればふたたび《⑴ < 0 となってK t) が 

時間とともに減少することが明らかセ、ある。 したがっ 

て，計闺初期の自国資本/ 外国資本比率Ko) がをよ 

りも大であるときにのみ,低開発国経済は時間ととも 

に舉調に均衡成長経路に近づいていくことが知られる<„ 

これに対して職 が k よりも小であるときには. _
' は時間とともに跟調にゼロに近づいていくであろう。

発展許画と外国貿易

ごの場合, 約 ）の値が 

sfOc)~g+d
によってあたえられる臨界値 r より低くなると， 

s m t ) ) < g + d となり, 条件(丨8)から国際収支慢性的 

赤学が生じる。毎期の外闺資本財の粗投資は総貯蓄を 

r超え，発展計画は暗礁にのり上げるであろh

第 1 図は均衡成長経路が存在する場合を示している 

:が，い'O もそのような経路が存在するとは限らなL、。 

.成長 率 が 貯 蓄 率 S に較べてあまりに高い場合，均衡 

.成長経路は存在せず，どのようなM0)から出発しても 

K t )は時間とともに単調に減少し，ゼロに近づいてい 

くがもしれない。第 2 図はこのゲースを例示したもの 

である。発展計画が国内の貯蓄努力に対して野心的す 

ぎると，外国資本ストックは当初のうち計画どおり増 

大できても，やがて自国資本ストックが縮小しはじめ， 

ついで国際収支Q 逆調におちいることは必至である 

第 2 図

る。直線（1十ん)り+ めを所与として，曲 線 s * / a ) が 

これに接するようにS* を選んでやると利潤率均等化 

投入比率k * はその接点の横座標として:読みとられる。 

この図からつぎの命題が示唆されよう。

第 3 図

そこで均衡成長経路が存在するための条件を明らか 

令こしておくことが望ましい。まず自国資本の利潤率と 

外国資本の利潤率を均等化する自国資本/外国資本比 

率 k* を

(2 1 )产(妒) =  / (& * )ー汐/ ，( F )

によって定義し，利满均等化投入比率と呼ぶことにし 

よう。比 率 は ， 仮定⑶，00)からユニークに存在す 

ることが明らかである。 つぎにこのk* を均衡成長経 

猫上で実現する貯萏率 s * を

(22) s^f(k^)—(l+k^)(g +  8)
によって定義し，利潤率均等化貯藉率と名づけよう。

(21),敗)式からただちに

(23) s * f /(h*)—g-^d 
が導かれる。この関係を図示すると第3 図のようにな

注⑷輪出成揭率をそのままにして外国資本ストククの僧/川冷!だけを引"Kげる政策は成功しな'/ ' h とをみたたび強調して和

 2 1 (5 5 7 )1 — — .

命題 1 均衡成長経路が存在す.る/こめの必要.十分条 

件は，計画貯蓄率が利潤率均等化貯蓄率よりも小ざぐ 

ないこと，すなわち

(24) S ^ S *

でぁる。

まずS =  のとき均衡成長経路がユニーク:に存在す 

ることは自明である。 そこでS > S * と仮矩し， 関数 

<p(k)を .

<p(k)= sf(：k) — (1  +  A) ( ^  +  8)
と定義しよう。このとき^(ん* ) > 0 であることはいうま 

でもなV.、。条件⑶, （丨0)によってたの値が十分大であれ. 

ぱWた)< 0 ，十分小であれば供(ん)< 0 である。それゆえ， 

tpik)の連続性からダ(系) = 0 ，<p(k)~0となるような系，ぶ 

(Jc>k *>k )が存在する。s < s * のとき均衡成長経路は 

明らかに存在しない。

ここで注意しなければならないのは利潤率均等化貯 

蓄 率 s * が 1 よりも大きな値をとるかもしれないとい; 

うことである。計画貯蓄率s はむろん1を超えないの' ^  

そのような場合均衡成長経路は事実上存在し得ないで 

あろう。 しかし，これは低開発国の生産能力に比L て 

輸出の成長率が絶対的に高すぎる場合にほかならない。 

どのような貯蓄率の下でも国際収支の困難は不可避で 

あって，やがて輸出量は国内生産をオーヴァーしてし 

まう。この袋小路の抜道は輸出成長率の引下げ以外に 

あり得な(V4、。則•画当局が突際に可能であるよりも高い 

輸出成長率を想定している以上，その発展計画が破綻

丄 卿 .-tfm紙邮聊加 丨丨_||_1_丨. _ _ _ _ 「■了-■」..... —■ î rrr̂ tXC'I Hf-iUTMi.tniTpWf
1
 

% 

; 

/
 

r 

-
-

nunR



発展計画と外国貿易

するのは当然といわなければならない。

3 消費水準と貯蓄政策

これまでのところ発展訐画の斉合性，実行可能性と 

いう観点から，均衡成長経路の存在と安定について論 

じてきた。要約すれば, 計画貯蓄率S が利潤均等化貯 

蓄 率 S * を下まわらない限り，均衡成長経路の存在が 

保証される。また S が S * よりも大きければ2 つの均 

衡成長経路が存在し，そのうちひとつはかならず安定 

的である。 しかし，一般に現実の貯蓄率が利潤均等化 

貯蓄率よりも小さくないという保証はないから，計画 

当局に貯蓄率を左右する能力がなければ第2 図のよう 

な計画だおれの結果を招かなV、とは限らない。 したが 

って，低開発国の生産能力に見合った輸出成長率を所 

与として，訂画当局が貯蓄率をコントロールし均衡成 

長経路の実現を可能にすることができると想定するこ 

とが自然である。 しかし,均衡成長経路の達成と矛盾 

しない貯蓄率のなかでどれがもっとも望ましいかとい 

う最適貯蓄率の問題にここで逢着する。

簡単のため, 均衡成長経路上で雇用労働1単位あたり 

の消費水準を最大化するような貯蓄率を求めることに 

しよう。これは新古典派成長理論の「黄金律j に示さ 

れる考え方であるが，いまの場合あらかじめ若干の補 

足が必要のように思われる。まず本稿では一種の「無 

制限的労働供給J の仮定をおいているので，いつも多 

少の失業が存在することが予定されている。仮に人ロ 

増加率が輸出の成長率よりも長期的に高いとすれば， 

均衡成長経路上で雇用労働1 単位あたりの消費水準が 

どうであろうと，人口 1 人あたりの消赀水準は時間と 

ともに減少しゼロに近づいていくであろう。このよう 

なことはむろん実際には可能でないので，人口増加率 

はやがて減少し，輪出成長率，すなわち経済の均衡成 

長率と肩をならべるようになると考えられる。その時 

点以降雇用努働は総人ロの一定割合となり，雇用労働 

1 単位あたりの消費水準の最大化ははじめて人口1 人 

あたり消费水準の最大化と一致することになる。

つぎに, 計画貯莕率Sが利潤均等化貯蓄率S*を上まわ 

る場合2 つの均衡成長経路が存在することも問題であ

る。各経路がそれぞれ異なる消費水準に対応しており， 

最大化すべき対象が一義的でないためである。 しかし， 

すでに指摘したようにこのうちひとつの経路は安定で 

なく実際に達成される見込みがないので，考慮の外に 

おいてもよいであろう。以下では安定的な成長経路に 

考察を限定して消費水準最大化の問題をとり上げてい 

くことに亡ようd これは比較動学における「対応原理J 

にほかならない。そのため,均衡成長経路の安定条件 

を明示しておくことが必要である。国際収支の均衡条 

件 6⑴ = 0 と(丨6)式から

A( 0 —s / ( K  0 )  ~  ( 1+ i )) (^ + 5)

という関係を導くことができる。これよりただちにI 

均衡成長経路の局所的安定性のための必要十分条件と 

して

dicldk— —(gr +  5)<C0

すなわち

(25) s f \k )< g + 8
を得る。第 1 図のS に対応する均衡成長経路がこの条 

件を充たしていることは明らかであろう。

労働と自国資本の投入比率は(5)式によって1 .に等し 

いと仮定されているので，雇用労働1 雄位あたりの消 

費水準は自国資本1 単位あたりの消費水準に一致する。 

それゆえ，均衡成長経路上の雇用労働1 単位あたりの 

消費水準をc で表わせば 

(Z8) c =  (l — s)f(k)lk 
と書くことができる。⑽式に均衡成長経路の条件脚を 

代入して整理すれば

(27) e = / _ - ( l  + A0(ff + 離

となり，c はんだけめ関数として表わされる。これを 

fcに関して微分すると

(28) dcjdk= —1/k2 {(/(& )—kfXk) )—(g +  5)}

を得る。 したがって，c の最大化のための条件として 

まず，
(29) f ( k ) - k f /(k )=g+8

が候補にのぼるであろう。 これは外国資本の利潤率が' 

資本ストックの粗成長率に等しいという「黄金律」に 

ほかならない。「黄金律j が正しい処方箋をあたえるも 

のとすれば，均衡成長経路上でk がこの均等関係を充 

たすように貯蓄率s を定めることがもっとも望ましい

う* 银期の輪出が也座を超えることは不可能であるから 

■ / K バ 仏 卿 ))
でなければならない*輪出成丧本が外闺资本の蒂扔率よりも高ければ左辺は時丨出とともにいくらでも大きくなるが右辺は 

時問とともに減少して上の不等式はみたされないン ■
注 ⑶ 「黄金率j の貯藉率と最適貯菴枣との関係につV、てはフAルプス（1966)第 1部最終3Itに評し'̂ 、解説があるa

■— -  22(555) 一一'*

1!̂
鱗^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ 嫌， 際：.”，職U丨 糊
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政策である。

しかし，㈣ 式の関係は安定的な均衡成長経路の上で 

は決して達成されないことに注意しなければならない。 

それは，(丨9)式と阏式から， ぐ

s  { / ( * ) — IcfXk)} > 0  +  5 •

という不等式が導かれることによって明らかである。 

貯蓄率 s が 1 を超えることはないから，この不等式は， 

外国資本の利潤率が粗成長率よりも高く，「黄金律j が 

なりたち得ないことを示している。これに対して，不 

安定な均衡成長経路では上と逆の不等式 

s { f (k )- k fU ) )< g + d  
が導かれるが，これは0 )式の関係と矛盾しない。つま 

り， 「黄金律」が妥当するとすれば,それは不安定な 

経路においてのみであるということができる。

以上の考察によって，安定的な均衡成長経路を前提 

とする限りCの値はたの増大とともにつねに減少する 

こと，そして不安定な経路ではC の値はたの増大とと 

もに減少することも増大することもあり得ることが判 

明した。ここで安定的な経路に対応するk の集合と不 

安定な経路に対応するたの集合が，

を充たす利潤均等化投入比率がを分界点として分離 

されていることに注意しよう。 これは条件⑶によって 

自国資本の利潤率がk の増大どともに単調に減少する 

ためにほかならない。他方，外国資本の利潤率はんの 

減少とともに舉調に減少するから「黄金律j の関係が不 

安定な経路に対応するある自国資本/外国資本比率ぶ 

において実際に成立することがわかる。脚式からたの 

値が石より大きければ, C はたの増大とともに減少し, 

k の値が€ より小さければ，c は k の増大とともに増 

大することが知られる。第 4 図は c とたの関係を示し 

たものであるが， グラフの実線部分は安定的な均衡成 

第 4 図

長経路に対応し，点線部分が不安定なそれに対応して 

いる。 ,

計画貯蓄率 s と雇用労働1 単位あたりの消費水準6 

の関係を調べるため，つぎに s とんの関係をみておこ 

う。㈣ 式を全微分して整迪すると，

(30) dklds =  /(A;)/{(fif+ 5 )—sf\k )}
を得る。これより，たの値がた* よりも大であればんはs 

の増大とともに増大し，kの値ががよりも小であれば 

ゐは s の増大とともに減少することがわかる。換言す 

れば，k と s の動き方の関係は均衡成長経路が安定か 

不安定かに応じてまったぐ逆になる。この関係は第5 

図に示すとおりである。s > s * であるようなs の値に 

■対して大小2 つのたの値が存在すること，s < s * である 

ようなs の値に対してはんの値が存在しないことがた 

だちに読みとられよう。「黄金率」投入比率も に対応、 

す る 「黄金律」貯蓄率を蓉とすれば，このとき6 は不 

安定な成長経路を示し，実際には達成されない。実際 

に達成されるのはもうひとつの安定的な成長経路であ 

って，そこでの自国資本/ 外国資本比率% は利潤均等 

イ匕投入比率がよりも大きな値である》

第 5 図

第 4 図と第5 図を組み合わせることによって，計画 

貯蓄率 s と雇用労働量c の関係を示す第6 図が得られ 

る。s > s * であるかぎり, s の減少とともに安定的な 

释路に対応する<5は増大する，s が s* に一致すると 

き，均衡成長経路の安定性はうしなわれるが，達成可 

能な c は最大の水準に到達するであろう。

命題2 逹成可能な均衡成長経路に関する限り，雇 

用労働1 単位あたりの消费水準を最大化する貯蓄率は 

利潤均等化貯蓄率である。 ■

計画貯蓄率が利濶均等化貯蓄率パに等しく定めら 

れるとき均衡成長経路はユニ一 クに存在し，そこでの 

自国資本/ 外国資本比率は利潤率均等化比串fc* に等

23(589)
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第 6 図 4 結 s命

しくなる。 t かし，との経路は安定的ではない。 m  
が护よりも大であればm は時間とともに減少し 

に接近するが，ん⑴ががよりも小であればa；⑴は時 

間とともに減少してp から遠ざかりゼロに近づく。 し 

たがって，計画初期において自国資本/外国資本比率 

が利潤均等化比率よりも大きければ均衡成長経路の達 

成可能性に問題はないが，そうでない場合に困難が生 

じることは明をかである。外国資本の利潤率が自国資 

本の利潤率よりも低い状態から出発した場合，利潤均 

等化貯蓄率の下では国際収支が破綻し，発展計画は失 

敗に終るであろう。この救済策として考えられるのは 

計画貯蓄率を2 段階に分けて設定してやることである。 

すなわち，第 1 段階では計画貯蓄率を利潤均等化貯蓄 

率よりも十分大きな値に定め，第 2 段階では利潤均等 

化貯蓄率を採用することにより，望ましい均衡成長経 

路を達成することが可啤となる。

この2 段階の発展戦略の意味は第3 図にたちかえる 

ことによって明らかになる。計画初期の自国資本/ 外• 
国資本比率M 0)が利潤均等化投入比率k* よりも低い 

水準に与えられているものとしよう。このとき，第 3 

因匕示すように, 計画貯蓄率 s を s * よ.り十分大きい 

値 f cとって全がん(0 )よりも小さぐなるよ’にしてやれ 

ば, A=(0は時間とともに増大し, ある時点幻“ >>0).を 

過ぎるとよりも大となるであろう。 このとき計画 

貯蓄率を引下げ s* に一致させることにより計画は第 

2 段階に入る。利潤率を均等化させる均衡成長経路が 

実现されるのはいうまでもなく計画のこの第2 段階に 

おいてである。とれは|発展の当初においてとりんけ 

大きな貯菩努力（ビック• プッシュ)が必要とされること 

を涝すものである。 * *

本稿では，低開発国が外国資本ストックを一定率で 

増大させていくことを前提にその発展計画の実現可能 

性，斉合性，さらには貯蓄政策のあり方などを簡単な 

モデルによって検討した。 しかし外国資本ストックの 

.増大という前提がはたして適当かどうかは大いに議論 

の余地のある問題である。低開発国を後進国として理 

解し，その経済発展を近代化ないし西欧化の一環とし 

て把握する立場にたてばたしかに先進国の資本財を導 

入し蓄積していくことが発展訃画の要請と目されるに 

ちがいない。種々批判があるにもかかわらず，この立 

場は今日でも多くの低開発国に根強く残っているよう 

に思われる。これに対して，低開発国を発展途上_ と 

みなし，その経済発展を固有の民族的文化展開過程の 

経済的基礎と考える立場にたてば，外国資本財ではな 

く自国の資本財のたゆみない蓄積にこそ力点がおかれ 

るであろう。こ の 「自力更生j 的な考えもまた広く支 

持をあつめていることはいうまでもない。

そこで前提をかえて，外生的に所与の輸出成長率に 

等しい率で自国資本ストックを増大させていく場合に 

ふれておこう。この場合の発展計画も実は本稿のモデ 

ルによって容易に吟味するととができるのである。多 

くは重複となるので詳細に論じる必要はないが，その 

大要だけ摘記しておくのも無駄ではあるまい。まず小 

文字の記号の解釈を変更して，すべて[I国資本1単位 

あたりの変量を表わすものと読みかえれば，質易差額 

と貯蓄，投資差額の恒等関係を示す⑽式が目下のヶー 

スにそのまま妥当することは明らかである。 したがっ 

て以下の分析も，自国資本財と外国資本財の役割を.入 

れかえるだけでほぼ同様にあてはまり，命題 1 の結論 

が得られる。ただし,外国資本財が存在しなくても自 

国資本財と労働だけで一定限度までの生産が可能であ 

るとすれば，丨山線sf{k) の縦軸截片は正となるので不 

安定な均衡経路が存在しない可能牲が出てくることに 

注意すべきであろう。発展計画に対する国際収支の制 

約はその分だけ軽減されるとみてよい。 ■
このように， 自国資本ストックの定率成長を目途と 

する発展計圃について第2 節の結論をいちじるしく変 

史する必喪は認められなV、が，第 3 節の議論はもはや 

妥当しない。記号の読みがえに注意すれば，均衡成長 

経路上の屈用労働1 .単位あたりの消费水準(Jはいまの 

場合： ' ..............................
<5 =  (1—s)/(A;)

1 , は じ め に .

么環境問題の経済学的位置づけ 

3. 自然環境の最適配分 

,4. 自然開発の外部不経済 

5. 自然環境の評価と分離施設

1. は じ め に

環境破壊 （environmental disruption):という言葉は， 

一般には，産業公害や都市の過密化などによって引き 

起される諸問題を意睬するものと理解されているが， 

昨今，その一環として, 自然‘環填や文化遺産の保全と 

開発の間題が急にクローズ. ァップされるに至った。 

M砻の間に明確な一線を画すことは困難であるが，後 

者の場合には，環境がたんに生産活動や生活に不可欠 

な資源としてではなく，それを利用（保存)することに 

よって積極的な便益を受けるかけがえのない財とみら 

れている点にffl要な特質が認められる。実際，尾瀬の 

自然保護や飛鳥の遗哧保存を契機にして，どの問題が

全国的に脚光を洛びるよりかなり以前から，心ある人 

人によって，例えば，水鳥の楽園として知られた東京 

湾薪浜の辛潟壊滅やスバル•ラインによる富士山の自 

然破壊の重大さが指摘されてきたが，すべてそのよう 

な観点に立っての保全の訴えであった。

遅ればせながら，そのような意味での自然環境め保 

全や文化遺産の保存に人々の意識が向けられるに至っ 

たことは,それらが一度失われると回復が不可能なだ 

けに，大いに注目されてよい。 しかし, 問題の経’済学 

的な解明や，開発と保全の調和を求めるための政策論 

的なアプローチは，現在までのところほとんど行われ 

ていないというめが実情である。もとより，この著し 

くインター•ディシブリナリ一な問題が経済学だけで 

解明できるわけではないが，他面，それがfc済問題で 

もある以上，経済理論の蓄積の中から解決のための示 

唆を得ることはできるはずであるし，またそれを‘無視 

しては思わざる誤りを犯すことにもなろう， _
以下の小論は，このような空白を埋めるための夺さ 

やかな覚え書である。
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で表わされる。均衡成長経路の条件(19)め形に変りはな

いからけつきょくど

c =  f(k)— ( 1 + A:) (flf+ 5 )

と書け，セを最大化するよう'な■んの値は 

f \k ) = g  +  8
という「黄金律』にょって与えられることがわかる。

これは;外国資本の利潤率と粗成長率の均等を示すもの 

だが, 安定燊件s / ' (ん)< 0  +  5 と矛盾しないととは柄ら 

かである。このときの外国資本/ 自国資本比率{は利 

潤率均等化比率P ょりも大きな値となり， 自_ 資本 

の利潤率は外国資本の利潤率を上まわるであろう。 目 

下の発展計画では，雇用勞働1 単位あたりの消費水準

の最大化を目指す貯蓄政策はこのように単純明快なも 

のとなるのである。 ’
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